
Abstract The relationship between annual variations in the ocean environment and the trends

and conditions of the fisheries for Euphausia pacifica in Sanriku（Iwate and Miyagi prefectures）

and in Joban（Fukushima and Ibaraki prefectures）waters were examined.

The history of the fishery was classified into four time periods. During the first period，a

small-scale fishery was conducted along the coastal waters off Miyagi Pref. beginning in the

mid-１９４０’s. During the second period，the fishing grounds were extended throughout the Sanriku

and Joban waters and the annual total catch increased substantially beginning in the late-１９６０’s.

During the third period，the main fishing grounds shifted to the Sanriku waters beginning in the

late-１９８０’s. During the fourth period，the total catch has been regulated from the early-１９９０’s.

Along the coastal waters of Iwate Pref., the fisheries seem to be independent of the

oceanographic conditions in this region and no apparent relationship between the CPUE（catch／

boat／day）and annual variations in the oceanographic conditions was found. Along the coastal

waters of Miyagi Pref., however, unfavorable conditions for the fishery are correlated with the

northward anomaly of the southern limit of the first branch of the Oyashio Current（FOI）.

Along the Joban coastal waters, it was suggested that the southernmost extent of the FOI is an

important factor in controlling the fishery conditions.
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ツノナシオキアミ漁業の変遷及び漁況の特徴について

瀧 憲司＊

Annual variations in the conditions of fisheries for Euphausia pacifica
in Sanriku and Joban waters，northeastern Japan．

Kenji TAKI＊

三陸（岩手県及び宮城県）及び常磐（福島県及び茨

城県）沿岸域では，毎年冬春季にツノナシオキアミを

対象とした漁業が行われている。１９９２～２００１年の１０年

間における年間総漁獲量は，平均６万６千トン，年間

総生産金額は，平均３１億円で，沿岸漁業として重要な

位置づけにある。

ツノナシオキアミの漁獲量及び漁期は，年変動が大

きいうえ，海域間の差が顕著である。また，これに伴

って価格の年変動や海域間の差が大きいため，生産者

及び流通加工業者から安定生産と流通の保持に向けた

適正な資源評価並びに漁況予測が望まれてきた。その

ため，これまでにも漁況と海況との関係やこれに基づ

いた漁況予測手法に関する研究が行われてきた。小達

（１９７９）は，親潮系冷水域面積とツノナシオキアミの

総漁獲量との間に高い相関があることを示し，親潮系

冷水の南下の強弱がツノナシオキアミの漁獲量に強く

影響していることを示唆した。小谷（１９９２）は，漁期

前の親潮第一分枝の位置と親潮第一分枝年間最南下緯

度及び親潮第一分枝年間最南下緯度と海域別漁獲量と

の間で回帰式を求め，漁期前の親潮第一分枝の位置か

ら直接海域別漁獲量を予測する手法を開発した。また，

漁期前の親潮系冷水の位置から海域別初漁日を予測す

る手法も提唱している。

一方，ツノナシオキアミ漁業の変遷をみると，１９６０

年代後半以降，養殖業の振興と遊魚の普及による需要

の伸びに対応して漁獲努力量が著しく増加した。ま



Fig. 1. Map of northeastern Japan indicating the landing
ports of E. pacifica .

た，１９８０年代終わりから１９９０年代初めにかけて，岩手

県及び宮城県において抄網漁法から船曳網漁法への変

更が行われるなど，漁獲効率が著しく向上した。さら

に，１９９３年以降は，過剰生産による価格低下を防ぐた

め，漁期や総漁獲量についての生産調整が強化された。

従って，漁況の経年変動には，生物・環境要因による

資源量変動や海況変動に起因する漁場形成の動向等自

然的要因のほか，このようなツノナシオキアミ漁業を

取り巻く社会・経済情勢の変化が大きく関わっている

と考えられる。そこで本研究では，漁獲量や CPUE

等の漁況に関する指標及び親潮第一分枝の南限緯度等

漁況と関係する海況指標の時系列デ－タを可能な限り

長期にわたって解析し，その経年的変動の特徴を明ら

かにするとともに漁法，漁労技術及び漁獲量規制等，

漁業形態の歴史的変遷を整理した。これらの結果に基

づいて，海況変動がツノナシオキアミ漁業の変遷にど

のように関わってきたか，また，各海域の漁場形成に

どのような影響を及ぼしているのかについて検討した。

資 料 と 方 法

本研究に用いた主な資料は，全国漁業協同組合連合

会東北支所（以降，全漁連と略す）による Fig. 1に

示した水揚港別の漁獲量，水揚隻数並びに平均単価の

日報値，及び各県水産試験研究機関（岩手県水産技術

センタ－，宮城県水産研究開発センタ－，福島県水産

試験場及び茨城県水産試験場）によって集計された県

別の年間生産額，年間平均単価，旬別・年別の漁獲量，

延水揚隻数， CPUE（１日１隻当たり漁獲量）である。

これらの資料を用いて，Table 1に示した今回の解析

に用いる水揚港別及び県別の漁業デ－タを作成した。

水揚港別デ－タにおける１９８４～２００１年の水揚量及び

水揚日数は，それぞれ全漁連の日報値及び同資料によ

る水揚日を集計して求めたが，日報が欠損している年

や期間については，県水産試験研究機関が調べた値を

用いた。また，１９８４～２００１年における延水揚隻数，１日

当たり水揚隻数及び CPUE も全漁連の日報に基づい

て計算した。なお，全漁連の日報では水揚日の一部に

おいて水揚隻数の記録が欠落していることがあったた

め，それぞれ Table 1に示した方法で推定した。

県別デ－タにおける１９８４～２００１年の生産額及び単価

については，県水産試験研究機関によって集計された

値を優先して用いたが，これらが欠損している年につ

いては，全漁連の日報値を集計した値を用いた。１９８４

～２００１年の延水揚隻数については，県水産試験研究機

関によって集計された値を優先して用いたが，これが

欠損している年については，全漁連の日報に基づく水

揚港別延水揚隻数を集計した値を用いた。１９７１～２００１

年の漁獲量については，県水産試験研究機関によって

集計された値を優先して用いたが，これが欠損してい

る年については，小達（１９９１）の値を用いた。１９８４～

２００１年の水揚日数は，全漁連の日報による水揚日を集

計した値を用いたが，これが欠損している年や期間に

ついては，県水産試験研究機関が調べた値を代用した。

１９８４～２００１年の１日当たり水揚隻数及び CPUE は，

延水揚隻数，水揚日数及び漁獲量をもとに計算した。

なお，CPUE の計算に際しては，漁獲量及び延水揚

隻数のデ－タは，同一機関のものを用いた。すなわち，

延水揚隻数において全漁連の日報に基づく水揚港別延

水揚隻数を集計した場合，漁獲量についても同資料の

水揚港別漁獲量を集計した値を用いた。

そのほか，１９７５～１９８３年の全国平均単価について

は，全漁連によって集計された値を用いた。また，各

年の漁況や生産調整の経過については漁業情報サ－ビ

スセンタ－発行の太平洋漁海況速報を参照した。さら

に，漁業の沿革については，主に小達（１９９１）のツノ

ナシオキアミ漁業の総説を参照するとともに各県水産

試験研究機関，全漁連，各県漁業協同組合連合会，漁

業者及び加工業者から聞き取り調査して得た情報を総

合的に整理した。

三陸・常磐沿岸域における旬毎の表面水温値（１９８１

～２００１年）として，漁業情報サ－ビスセンタ－が太平

洋漁海況速報より三陸沿岸域（北緯３８－４１度，東経１４２
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Data period Reference and method of estimation

Catch ’８４～’０１ From FUA＊１ except ’９６ and ’００ for Ibaraki and a part of ’９７ for Iwate from PRF＊２.

Fishing days ’８４～’０１ Same as above.

No. of boats ’８４～’０１ （Fishing days）／（Fishing days no . of boats available＊３）×（Available no. of boats）

No. of
boats per day

’８４～’０１ （Available no. of boats）／（Fishing days no. of boats available）

CPUE ’８４～’０１ （Total catch over the days no. of boats available）／（Available no. of boats）

Price ’８４～’０１

Iwate：From PRF except ’８４―’９１ from FUA.
Miyagi：From PRF except ’８４ from FUA.
Fukushima：from PRF.
Ibaraki：From PRF except ’８４―’９１ from FUA.

Catch ’７１～’０１

Iwate：From PRF except ’７５～’８８ from Odate（１９９１）.
Miyagi：From PRF except ’７１～’８４ from Odate（１９９１）.
Fukushima：From PRF.
Ibaraki：From PRF except ’７２～’７６ from Odate（１９９１）.

Fishing days ’８４～’０１ From FUA except ’９６& ’００ for Ibaraki and a part of ’９７ for Iwate from PRF．

No. of boats ’８４～’０１

Iwate：From PRF except ’８４－’９１and ’９９ estimated by summing up the no. of
port boats（estimated on the third item of this table）over pref. from FUA.

Miyagi：From PRF except ’８４ estimated by summing up the no．of port boats
over pref．from FUA．

Fukushima：From PRF except ’８４―’８６ estimated by summing up the no．of port
boats over pref．from FUA．

Ibaraki：From PRF except ’８４―’９１ estimated by summing up the no．of port
boats over pref. from FUA.

No. of
boats per day

’８４～’０１ （No. of boats）／（Fishing days）

CPUE
’８４～’０１

（Catch）／（No. of boats）
but, if（No. of boats）was estimated from FUA as shown on the ninth item of this
table, any（catch）is estimated by summing up the no．of port boats over each
pref．from FUA．

Table 1. Reference and method of estimation of the fishery data

＊１Daily reports from the National Federation of Fisheries Co-operative Associations, Tohoku Branch from１９８４ to２００１（ex-
cept for Ofunato）. Fishery data for Ofunato from１９８４ to１９９１ referred to from the daily reports of the Ofunato Fish-
ery Market.

＊２Data of the Iwate Prefectural Fisheries Technical Center, Miyagi Prefecture Fisheries Research and Development Center,
Fukushima Prefectural Fisheries Experimental Station and Ibaraki Prefectural Fisheries Experimental Station.

＊３The port catch was always recorded on the fishing day, but the no. of port boats was sometimes not recorded on the
same day on FUA or PRF（’９６ of Iwate）
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－１４３度の海域及び北緯３８－３８．５度，東経１４２以西沿岸

までの海域）及び常磐沿岸域（北緯３６－３８度，東経１４１

－１４２度の海域）において緯経度３０分間隔で読みとっ

た表面水温の平均値を用いた。また，月毎の親潮第一

分枝南限緯度（１９７１～２００１年）は，東北区水産研究所

発行の東北海区漁場海況概報（１９９９～２００１年は未発行）

から読みとった。
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結 果

漁業の沿革

ツノナシオキアミ漁業は，１９４０年代中頃に宮城県牡

鹿半島周辺で始まり，それまでメロ－ド（イカナゴの

成魚）漁業に用いられてきた抄網漁法によって海面付

近の浮上集群を漁獲した（小達，１９９１）。１９５３年以降

女川港における漁獲統計資料が残されているが，それ

によると，１９６０年代までは，地元を中心とする食用や

餌料としての需要しかなく，三陸の海に春を告げる風

物詩的営みに過ぎなかった。

しかし，１９６０年代後半になると，タイ養殖漁業の振

興や遊魚の普及によって需要が拡大し，１９７０年代初め

には宮城県沿岸全域に漁場が拡がった。さらに，１９７２

年には茨城県，１９７４年には福島県，１９７５年には岩手県

で漁業が開始された（Table 2）。

漁獲したツノナシオキアミは，１９７５年以前には手網

で抄って魚鎗に入れて氷蔵したり，竹籠で持ち帰って

いたが，１９７５年から茨城県で開発された３０�入りプラ
スチック製コンテナに収容する方法に変わり，鮮度保

持方法の大幅な改善が図られた（小達，１９９１）。また，

１９７０年代後半から１９８０年代には，漁網からツノナシオ

キアミを動力ポンプで吸い揚げて直接コンテナに収納

するフィッシュポンプの導入，魚群探知機の導入，漁

船の高速化及び網揚げ用ボ－ルロ－ラの大型化が図ら

れた。常磐沿岸域では漁業開始時から船曳網漁法が用

いられてきたが，１９７０年代には主にツノナシオキアミ

浮上集群を漁獲対象とした。しかし，１９８０年頃から海

底付近の低水温域に生息する底付群を対象とした漁場

が開発され，漁具・漁法の改良・改善の後，１９８５年頃

から本格的に操業が行われるようになった（石川，１９９０）。

また，岩手県では，１９８０年頃までは殆ど抄網漁法を用

いていたが，宮城県のような抄網漁法専用の船型でな

く兼業のイカ釣り船を用いたため，漁獲効率が低かっ

た。しかし，１９８０年頃から船曳網漁法を用い始め，１９８０

年代終わりには，県内全て船曳網船に転換したと考え

られている（湊，私信）。宮城県では伝統的な抄網漁

法のみを１９９０年まで採用していたが，１９９１年からは船

曳網漁法を許可・導入し，翌１９９２年にかけて抄網船か

らの積極的な転換が図られ，現在では船曳網船が主流

となっている。このように，漁労技術の発達や新漁法

の導入によって漁獲効率は近年段階的に向上し，１９９１

年にはほぼ確立した。

以上のように，現在宮城県では抄網漁法と船曳網漁

法，その他の３県では船曳網漁法のみを用いている。

抄網漁法は，船首に叉手網を設定して表層曳きする方

法であり，船曳網漁法は，中層を曳網する方法である。

漁期は概ね２～６月であるが，常磐沿岸域では，近年

の底付群漁場の開発により，年によっては７月下旬頃

まで操業が行われる。主漁期は，三陸沿岸域では３～

４月，常磐沿岸域では４～５月にある。漁場は，距岸

１０～２０海里以内の水深２００�以浅の大陸棚上であり，
早朝に出漁して午後に水揚げする日帰り操業である。

曳網水深は，三陸沿岸域では０～５０�であるが，常磐
沿岸域では底付群を対象とするため，最も深い所では

水深１５０�の海底において着底曳網を行っている。
ツノナシオキアミ漁業は，岩手県，宮城県，福島県

及び茨城県の県知事の許可によって，２０トン未満の小

型船を用いて営まれている。許可条件には，操業期

間，入港または操業時間，操業区域，船舶の大きさな

どが定められており，各県によって異なっている。一

方，漁業者自身の協議によって生産調整が図られてい

る（Table 3）。岩手県では１９９０年から，主に操業の

安全性確保を目的として，船舶の大きさに応じて１日

１隻当たりの籠（コンテナ）数制限が行われている。

具体的には９トン船以上と９トン船未満にわけた７段

階の漁獲制限が設けられ，漁期前に決定されるととも

に漁期中の市場動向に応じて変更されている。宮城県

では，１９９１年に船曳網漁法による漁獲が許可されたこ

とを契機に，毎年「生産調整事項」が取り決められ，１

日１隻当たり漁獲量を９トン（３００籠）前後に制限し

ている。福島県と茨城県では，１９８９年に単価の暴落を

避けるため入港時間の設定や１日１隻当たりの籠数制

限等の生産調整が行われたことを契機に，以降毎年生

産調整が行われており，１日１隻当たり漁獲量を６トン

（２００籠）に制限している。さらに，１９９３年には岩手県

と宮城県，１９９４年には福島県と茨城県を含めた４県の

漁業協同組合で協議し，各県の漁獲量の上限枠を決定

した。以降毎年漁期前に総量規制が設けられ，県毎の

漁獲上限枠が定められている。

近年の三陸・常磐沿岸域における海況の経年変化

１９７１～２００１年における親潮第一分枝南限緯度の時系

列（Fig. 2）をみると，１９７１，１９８０，１９８３，１９８８年を除き，

年間最南下緯度がツノナシオキアミ漁期中の２～７月

の間に出現した。デ－タの整理を行った１９６０年以降の

２～７月における親潮第一分枝の最南下月の先端緯度

（以下，最南下緯度と略す）を緯度の低い順に並べる

と，上位１／３が３５．４～３７．７°N，中位１／３が３７．８～

３８．７°N，下位１／３が３８．８～３９．９°N にあった。そこ

で，１９７１年以降最南下緯度が３７．７°N 以南にあった年

を南偏型，３７．８～３８．７°N にあった年を中位型，３８．８°N

以北にあった年を北偏型と定義すると，１９７３，１９７４，１９７７，

１９７８，１９８１，１９８２，１９８４，１９８６，１９８９，１９９２，１９９３，１９９４，１９９８

年は南偏型、１９７５，１９７９，１９８３，１９８７，１９８８，１９９５，２００１年は
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Along the Sanriku coastal waters（Iwate & Miyagi） Along the Joban coastal waters（Fukushima & Ibaraki）

１９７０

１９７５

１９８０

１９８５

１９９０

１９９５

Fishery grounds expanded from north to south along
the coastal waters of Miyagi.

Fishery commenced using dip nets in Iwate（１９７５）.
Fish-pumps were introduced in Miyagi.

Hydroacoustics were introduced.

Seine boats were introduced along the southern coastal
waters of Iwate.

Seine boats were commonly adopted along the whole
coastal waters of Iwate.
Fishermen in Iwate began to set self-regulation on the
max.no.containers per boat（１９９０）.
Seine boats were permitted and adopted in Miyagi
Pref.（１９９１）.
Fishermen in Miyagi began to set self-regulation re-
strictions（１９９１）.
Fishermen began to set self-regulation restrictions on
the total catch for each pref.（１９９３）.

Fishery commenced with using seine boats along the
coastal waters of Ibraki（１９７２）.

Fishery commenced with using seine boats along the
coastal waters of Fukushima（１９７４）.
Plastic containers were introduced in Ibaraki.

Hydroacoustics were introduced.

Benthopelagic swarms were targeted for the first time
along the coastal waters of Ibaraki.

Benthopelagic swarms were commonly targeted.

Fishermen set self-regulation restrictions on the landing
time and the max.no.of containers per boat（１９８９）.

Fishermen began to set self-regulation restrictions with
those of Sanriku on the total catch for each pref.
（１９９４）.

Table 2. Development and regulation of the E. pacifica fishery

中位型，１９７２，１９７６，１９８０，１９８５，１９９０，１９９１，１９９６，１９９７，

１９９９，２０００年は北偏型と分類される。

一方，１９８１年以降の２～７月における三陸・常磐沿

岸域の表面水温をみると，同期間における親潮第一分

枝の南下の度合いと表面水温の低下の度合いは，必ず

しも一対一に対応していなかった。すなわち，親潮第

一分枝南偏型の年のうち、１９８１，１９８４，１９８６，１９９８年は

三陸及び常磐沿岸域とも平年より顕著な低温であった

が，１９８２年は三陸沿岸域において低温傾向で常磐沿岸

域で平年並み，１９９２年と１９９４年は両海域とも平年並

み，１９９３年は三陸沿岸域において平年並みで常磐沿岸

域において低温傾向，１９８９年は三陸沿岸域において平

年並みで常磐沿岸域において高温傾向であった。ま

た，中位型の年のうち，１９８３年は三陸沿岸域において

平年並みで常磐沿岸域においてやや低温傾向，１９８７年

は三陸沿岸域において低温傾向で常磐沿岸域において

平年並み，２００１年は両海域とも顕著な低温傾向，１９８８年

と１９９５年は三陸沿岸域において平年並みで常磐沿岸域

11ツノナシオキアミ漁業の変遷及び漁況の特徴について



Iwate Miyagi Fukushima Ibaraki

１９９３ �２５，０００t
�１２t per boat＞９t
９t per boat＜９t
�１Feb.－３０Apr.

�Bs＊１：２１，０００t，Dn＊２：４，０００t
�１０.５t per boat＞１５t
９.６t per boat＝１０－１５t，９t per boat＜９t
�Bs：２２Feb.－３０ Apr., Dn：１ Feb.－３１May

�No regulation
�６t

�１ Feb.－３１ Jul.

�No regulation
�６t

�１１ Feb.－３１ Jul.

１９９４ �２８，５００t

�１５t per boat＞９t
１１．４t per boat＜９t
�All year round

�２８，５００t
Minimum guarantee for Dn：２，０００t
�１０．５t per boat＞１５t
９．６t per boat＝１０－１５t，９t per boat＜９t
�Bs：２０ Feb.－３０ Apr.，Dn：１ Feb.－３０ Apr.

�１０，５００t

�６t

�２／１～７／３１

�１０，５００t

�６t

�２／１１～７／３１

１９９５ �２８，５００t

�１５t per boat＞９t
１１．４t per boat＜９t
�All year round

�３１，０００t
Minimum guarantee for Dn：４，０００t
�９t per boat＞１０t，８.４t per boat＜１０t

�Bs：１Mar.－３０ Apr., Dn：１Mar.－１３May

�１０，５００t

�６t

�２／１～７／３１

�１０，５００t

�６t

�２／１１～７／３１

１９９６ �２８，５００t

�１５t per boat＞９t
１１．４t per boat＜９t
�All year round

�３２，５００t
Minimum guarantee for Dn：４，０００t
�９.６t per boat＞１０t，９t per boat＜１０t

�Bs：１５Feb.－１３May，Dn：１Mar.－１１May

�１０，５００t

�６t

�２／１～７／３１

�１０，５００t

�６t

�２／１１～７／３１

１９９７ �２８，５００t

�１２t per boat＞９t
９t per boat＜９t
�All year round

�３２，５００t
Minimum guarantee for Dn：４，０００t
�１０.５t per boat＞１０t，９.９t per boat＜１０t

�Bs：７５days from the first fishing day
Dn：１ Feb.－３０ Jun.

�１０，５００t

�６t

�２／１～７／３１

�１０，５００t

�６t

�２／１１～７／３１

１９９８ �３０，０００t

�１２t per boat＞９t
９t per boat＜９t
�All year round

�３２，５００t
Minimum guarantee for Dn：４，０００t
�１０.５t per boat＞１０t，９.９t per boat＜１０t

�Bs：７５days from the first fishing day
Dn：２５ Feb.－３１May

�１０，５００t

�６t

�２／１～７／３１

�１０，５００t

�６t

�２／１１～７／３１

１９９９ �２９，０００t

�１０．５t per boat＞９t
８．２５t per boat＜９t
�All year round

�２９，０００t
Minimum guarantee for Dn：２００t
�１０.５t per boat＞１０t，９.９t per boat＜１０t

�Bs：７５days from the first fishing day
Dn：１Mar.－３１May

�１０，５００t

�６t

�２／１～７／３１

�１０，５００t

�６t

�２／１１～７／３１

２０００ �２９，０００t

�７．５t per boat＞９t
６t per boat＜９t
�All year round

�２９，０００t
Minimum guarantee for Dn：２００t
�１０．５t per boat＞１０t,９．９t per boat＜１０t

�Bs：１Mar.－１３May, Dn：２１ Feb.－２３May

�９，０００t

�６t

�２／１～７／３１

�９，０００t

�６t

�２／１１～７／３１

２００１ �２２，５００t
�７．５t per boat＞９t
６t per boat＜９t
�All year round

�２２，５００t
�９t per boat＞１０t,７．８t per boat＜１０t

�Bs：１Mar.－１４May, Dn：１Mar.－１４May

�７，０００t
�６t

�２／１～７／３１

�７，０００t
�６t

�２／１１～７／３１

Table 3. Regulatory measures on the E. pacifica fishery from１９９３ to２００１

�：Total catch, �：Max. no. of landings per boat，�：Fishing period
�＆�were alternated adapting to the fishery and market conditions during the fishing period.
Italics : licenses beeing issued by the prefectural govenor
＊１Seine boats, ＊２Dip net
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Fig. 2. The southern limits of the first branch of the Oyashio Current（FOI）from １９７１ to １９８０� and from １９８１
to２００１�, and the surface water temperature（SST）in the Sanriku � and Joban 	 waters. The southern
limits of FOI are based on the data from the Tohoku National Fisheries Research Institute. SST is based
on data from the Japan Fisheries Information Service Center. The solid thin lines, broken thin ones and
solid thick ones in � and 	 show the raw data，mean values of the last ２１ years and the １２-month run-
ning mean，respectively.

において高温傾向にあった。さらに，北偏型の年のう

ち、１９９０年と１９９９年は両海域とも高温傾向にあった

が，１９９１年は三陸沿岸域において高温傾向で常磐沿岸

域において平年並み，１９９６年は三陸沿岸域において平

年並みで常磐沿岸域において低温傾向，１９９７年は三陸

沿岸域において平年並みで常磐沿岸域において高温傾

向，２０００年は両海域とも平年並み，１９８５年は両海域とも

顕著な低温傾向であった。

したがって，２～７月の表面水温の指標からは，三陸

沿岸域では１９８３年を除く１９８１～１９８７，１９９８，２００１年は低

温傾向，１９８３，１９８８，１９８９，１９９２～１９９７，２０００年は平年並

み，１９９０，１９９１，１９９９年は高温傾向の年に分類される。

13ツノナシオキアミ漁業の変遷及び漁況の特徴について



Fig. 3. Annual variations in the total price（bars）and
unit price（broken lines）of E. pacifica fish-
ery in each prefecture.

一方，常磐沿岸域では，１９８１，１９８３～１９８６，１９９３，１９９６，

１９９８，２００１年は低温傾向，１９８２，１９８７，１９９１，１９９２，１９９４，

２０００年は平年並み，１９８８～１９９０，１９９５，１９９７，１９９９年は高

温傾向に分類される。

なお，１９８４～２００１年の最南下緯度と各沿岸域表面水

温の年間最低値との相関係数を求めたところ，三陸沿岸

域では０．５４（P＜０．０５），常磐沿岸域では０．５９（P＜０．０１）

で，有意であったが，高くはなかった。

生産金額と平均単価

１９７５～２００１年の年間総生産額は，顕著な経年変動を

示した（Fig. 3）。１９７５年以降増加傾向を示し，１９８３年

に４，８５９百万円と最高に達し，１９８５，１９８９，１９９６，１９９７，２０００年

にも４，０００百万円を上回ったが，１９８４，１９９３，２００１年には

２，０００百万円を大幅に下回った。４県合計の平均単価

（円／�）も顕著な経年変動を示したが，とりわけ１９８４
年まで変動が大きく，１９７６年に１２３円，１９８０年に最高の

１５７円，１９８３年に１０７円と高額を示した一方で，１９７８年

に６０円，１９８１年に８２円と安価を示し，１９８４年には最低

の２１円になった。１９８５年以降はそれまでより低水準に

推移し，変動幅も相対的に小さくなった。これは，後

述のように，１９８４年以降総漁獲量が概ね５万トンを越

え，需要を大きく下回ることがなくなったためと考え

られる。また，総量規制により総漁獲量が６万トン前

後に定められた１９９３年以降は，年間総生産額と同様な

経年変動を示し，２００１年の２９円を除き，極端に単価が

安くなることはなかった。１９９３年以前については，１９７６，

１９８０，１９８５年のような不漁の年には単価が高くなり，１９７８，

１９８１，１９８４年のような好漁年や１９９３年のような好漁年

の翌年には単価が安くなる傾向がみられた。また，３０

円未満と極端に低下した１９８４年と２００１年では，このこ

とが三陸・常磐沿岸域の終漁を促し，漁期を短くした。

１９８４年以降の県別の年間生産額をみると，岩手県で

は１９８７年から１９８９年にかけて急激に増加して，１９８９年

には１，２８２百万円に達し，以降概ね高水準に経過した

が，１９９６年と１９９７年はそれぞれ１，９２０百万円及び２，１６０

万円と特に高額であった。宮城県の抄網船では，１９８７

年の１，７４５百万円を最高に，以降１９９１年にかけて激減

し，１９９１年以降は３００百万円を下回って推移した。一

方，宮城県の船曳網船では，同県における１９９１年の導

入以降，１９８４～１９９０年の抄網船による生産額の水準

（平均９０８百万円）をほぼ上回って推移し，岩手県と同

様に１９９６年と１９９７年においてそれぞれ１，７６０百万円及

び２，２３９百万円と高額であった。福島県と茨城県で

は，１９８５年にそれぞれ１，０４０百万円と２，１７７百万円と最

も高額を示した後，１９９０年以降は５００百万円を下回って

推移した。このように１９８４～１９８８年には宮城県の抄網

船，福島県及び茨城県の合計金額が総生産額の大半を

占めたが，１９９１年以降は岩手県及び宮城県の船曳網船

の合計金額が総生産額の大半を占めた。

年間平均単価は，各県において大きな経年変動を示

したが，とりわけ１９８８年以前の福島県と茨城県におい

て著しく，茨城県では，１９８４年の２１円に対し１９８８年は

１３８円と約６倍となった。また，１９８８年においては県

間の格差も大きく，岩手県では３５円と茨城県と１００円

以上の差がみられた。この年，茨城県において高額と

なったのは，４月末に三陸沿岸域で終漁した後，６月

中旬になって初めて常磐沿岸域で漁場が形成され，需

要が増大したことによると考えられている（小達，１９９１）。

１９８９年以降は，福島県及び茨城県において，それまで

より低水準に推移するとともに岩手県及び宮城県と同

様な経年変動を示すようになった。これは，後述のよ

うに，１９８９年以降岩手県における漁獲量の増大等によ

って常磐沿岸域の漁獲量の全体に占める割合が低下

し，それに伴って需要が常磐沿岸域において減少した

一方で，三陸沿岸域において増大し，単価が岩手県と

宮城県の漁獲量によって左右されるようになったため
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Fig. 4. Annual variations in the number of boats（solid
line）and the number of boats per day（broken
line）in each prefecture. Thick line shown on the
graph of Miyagi（total）indicates the number of
boats using seine nets in Miyagi.

Fig. 5. Annual variations in the percentage composition of
the number of boats from each port in each pre-
fecture.

と考えられる。１９９１～２００１年の平均は，岩手県では４９

円，宮城県抄網船では４９円，宮城県船曳網船では５１円，

福島県では４０円，茨城県では３６円であった（福島県と

茨城県については，漁獲のなかった年は除外した）。

福島県と茨城県の単価が岩手県と宮城県に比べ１０円程

度低かったのは，漁場形成が三陸沿岸域に比べて時期

的に遅れ，概して不安定であったことによると考えら

れる。

漁獲努力量

漁獲努力量の指標として水揚隻数を用いた。１９８４～

２００１年の各県における年間延水揚隻数と１日当たり水

揚隻数の推移及び漁港別内訳を Fig. 4及び Fig. 5に

示す。

岩手県における年間延水揚隻数は，１９８６年から１９９２

年にかけて増加し，１９８６年の８５９隻から１９９２年の５，８０７

隻と約７倍に達した。その後１９９３～１９９５年には３，８３１

～４，２９０隻に減少し，１９９６～１９９８年には５，３３３～６，１７７隻

と増加したが，１９９８年以降再び減少傾向を示した。宮

城県の抄網船は，１９８７年の９，００６隻を最高に減少に転

じ，船曳網漁法が導入されて抄網船からの転換が盛ん

に行われた１９９１年と１９９２年を経て，１９９３年以降概ね

１，０００隻未満の低水準で推移した。一方，宮城県の船

曳網船は，１９９１年の導入以降３，０１９～６，０６０隻の範囲で

変動し，その宮城県合計に占める割合は，１９９１年

６１％，１９９２年６９％，１９９３年以降は７７～１００％を示した。

福島県では１９８５年の４，２０２隻を最高に減少し，１９９０年

以降はほぼ２，０００隻未満で推移した。茨城県では１９８５

年の１１，１１９隻を最高に減少し，１９９１年以降は概ね２，０００

隻未満で推移した。

岩手県における１日当たり水揚隻数は１９８７年から
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Fig. 6. Annual variations in the catch � and the percent-
age composition from each prefecture � from
１９７１ to２００１.

２０００年にかけて増加し，１９８４～１９８７年の３４～４１隻／日か

ら２０００年には１２１隻／日と約３倍に達した。宮城県の抄

網船は，１９８８年に１３９隻／日のピ－クに達した後減少し

た。１９９３年以降における宮城県合計の隻数の大半は，

船曳網船で占められているが，１０２～１３３隻／日の範囲で

概ね横這いに推移した。福島県では，１９８５年の６４隻／日

をピ－クに以降概ね５０隻／日未満で推移した。茨城県

では，１９８５年の１６４隻／日をピ－クに減少し，１９９１年以

降５０隻／日未満で推移した。

各県の年間延水揚隻数の漁港別内訳をみると，岩手

県では１９８４～１９８７年には県南の大船渡と細浦が８５．０～

９３．１％を占めたが，１９８８年から山田の占める割合が増

加するとともに細浦の占める割合が減少した。ま

た，１９９６年から宮古，１９９７年から釜石の占める割合が

増加し，１９８４～１９９５年に平均４８．７％を占めていた大船

渡は，１９９６～２００１年には平均３１．８％にまで減少した。

宮城県では１９８４～１９８７年には渡波と石巻の占める割合

が合計３３．３～４４．２％を占めたが，１９８８年から減少し，

渡波では１９８９年以降水揚げがなくなった。また，石巻

の占める割合も１９８８年以降２０％未満で推移し，特に親

潮第一分枝北偏型の年では低い傾向がみられた。一

方，１９８７年頃から県北の気仙沼の占める割合が増加

し，１９８９年以降２３．５～４６．０％の範囲で推移した。女川

の占める割合は，１９８４～２００１年の間３８．４～５４．８％の範

囲でほぼ安定して推移した。福島県では概して県南の

小名浜と勿来の占める割合が高かったが，両港の占め

る割合は，水揚げが殆どなかった１９９５年を除き，３５．２

～９１．５％の範囲で大きく変動した。茨城県では，１９８４

～１９８９年には，大洗以南の占める割合は，２２．６～

４２．５％であったが，１９９０年以降減少し，１９９３，１９９６，２０００

年に２０％を越えたものの，その他の年では５％未満で

あった。一方，１９９０年以降県北の平潟と大津の占める

割合が急増し，両港合わせて６５．７～１００％を示した。

漁獲量

１９７１年以降における総漁獲量は，経年変動が顕著

で，１９９２年までは概して増加傾向にあった（Fig. 6）。

すなわち，１９７４年には１万トン，１９７８年には４万トン，１９８４

年には５万トン，１９８７年には８万トンを越え，１９９２年

には史上最高の１０．８万トンに達した。しかし，１９９３年

から岩手県と宮城県，１９９４年からは岩手県，宮城県，

福島県及び茨城県において総量規制が実施され，１９９３

年以降６万トン前後で大きな変動がなく推移してい

る。

県別にみると，１９７０年代には宮城県の漁獲量が，１９７７

年を除き，総漁獲量の概ね７０％以上を占めたが，１９８１

年から１９８６年にかけて茨城県の漁獲量が顕著に増加

し，この間の総漁獲量を顕著に増加させた。１９８７年以

降茨城県の漁獲量は減少したが，その一方で１９８７年か

ら１９９０年にかけて岩手県の漁獲量が急激に増加

し，１９９０年以降は岩手県と宮城県の合計が総漁獲量の

７９．０～１００％を占めた。なお，１９９５年と１９９７年には茨城

県において，１９９９年には福島県と茨城県において全く

漁獲がなかった。

一方，総量規制の採用された１９９３年以降の漁獲量を

みると，岩手県及び宮城県の船曳網船では，後者の１９９６

年と１９９９年を除いて，各年とも約３万トンの規制量に

ほぼ相当する漁獲量となっている。宮城県の船曳網船

において１９９６年に規制量を大幅に割り込んだのは，漁

獲量が規制量に達しないまま予め設定された操業期限

を迎えたことにより，また，１９９９年については，暖水

の波及による漁場の自然消滅によるものであった。一

方，福島県及び茨城県では，１９９４年の福島県及び２０００

年の両県を除き，各年とも規制量を大幅に下回った。

１９７１年以降の親潮第一分枝最南下緯度と総漁獲量，

宮城県の抄網船及び常磐沿岸域の漁獲量の経年変動を

Fig. 7に示す。総漁獲量が前後の年に比べて飛躍的に

伸びた１９７４，１９７８，１９８１，１９８４，１９８７，１９９２年は，１９８７年が

親潮第一分枝中位型であった以外全て南偏型であっ

た。一方，総漁獲量が前後の年に比べて落ち込んだ

１９７５－１９７７，１９７９－１９８０，１９８２，１９８５，１９８８－１９９１年は，

１９７７，１９８２，１９８９年が南偏型であった以外，中位型もし

くは北偏型であった。常磐沿岸域の漁獲量との関係を
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Fig. 7. The annual catch in Miyagi（dip net）, Joban and
total � and the southernmost latitude of the first
branch of the Oyashio Current（FOI；b）.

Fig. 8. Relationship between the lowest SST in the San-
riku and Joban coastal waters and the annual catch
in Miyagi（dip net）and in Joban.

Fig. 9. Percentage composition in the catch from each
port in each prefecture.

みると，飛躍的に漁獲量が伸びた１９７７，１９８１，１９８４～

１９８６年は，１９８５年を除いて，南偏型であった。一方，

宮城県の抄網船との関係については，飛躍的に漁獲量

が伸びた１９７４，１９７８，１９８７年のうち１９７４年と１９７８年は南

偏型で，１９８７年は中位型であったが，１９７７年と１９８１年の

ように南偏型の年に漁獲量が落ち込む場合もみられ

た。

１９８１年以降の三陸・常磐沿岸域における表面水温の

年間最低値と宮城県抄網船及び常磐沿岸域の漁獲量の

関係を Fig. 8に示す。宮城県抄網船について，船曳

網船への転換が盛んであった１９９１－１９９２年以前をみる

と，年間最低値が６�を越えた１９９０年に顕著に漁獲量
が落ち込んだ以外，年間最低値との間で特徴的な関係

はなく，１９９３年以降も特徴的な関係はみられなかった。

一方，常磐沿岸域では，漁獲努力水準の移行期である

１９９０年以前をみると，高水温期に漁獲量が伸びた１９８９

年を除けば，概ね漁獲量と年間最低値との間に逆相関

の関係がみられた。また，１９９１年以降では，年間最低

値が１１℃を越えた年には殆ど漁獲がなかった。

１９８４年以降の各県における漁港別漁獲量（Fig. 9）

は，各県とも前述した年間延水揚隻数の漁港別内訳

（Fig. 5）と同様な傾向を示した。すなわち，岩手県

では，大船渡の割合が１９９５年以前の平均５２．７％から，１９９６

年以降には，宮古と釜石の割合が増加したため，平均

３５．６％にまで減少した。宮城県では，１９８８年以降気仙

沼と志津川の割合が増加するに伴って石巻の割合が減

少し，とりわけ親潮第一分枝北偏型の年に顕著に低く

なる傾向を示した。一方，女川の割合には，大きな変

化はなく，４０．２～６２．１％の範囲で推移した。福島県で

は，１９９５年を除き，小名浜と勿来の割合が高い傾向に

あった。茨城県では，１９９０年以降大洗以南の割合が減

少する一方で，平潟と大津の占める割合が急増

し，１９９１年以降両港は７５．７～１００％を占めた。

以上の結果から，最近十数年間をみると，三陸沿岸

域では大船渡と女川，常磐沿岸域では大津が水揚港と

して重要な役割を果たしてきたと考えられる。そこで，
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Fig. 10. Annual variations in the catch from the three
principal ports � and the percentage of the total
catch for each of the three principal ports �.
Solid diamonds：Ofunato；solid squares：Ona-
gawa；open circles：Otsu.

Fig. 11. Annual variations in the catch（dotted bars）and
CPUE（line）.
Open areas show the residual of the total regu-
lated catch removing the actual catch. The regu-
lated value shown for seine boats in Miyagi Pre-
fecture from １９９４ to ２００１ is calculated as the to-
tal regulated value over the prefecture removing
the actual catch of the dip net fishing.

これら主要３港における水揚量の総漁獲量に占める割

合（Fig. 10）をみると，大船渡では１９８７年から１９９０

年に急激に水揚量が増加すると同時に総漁獲量に占め

る割合も激増し，１９８７年までの４％未満から１９９０年に

は４０．７％に達した。１９９１年以降は平均１８．７％で推移し

ていたが，１９９７年から若干下降傾向を示している。女

川では，１９９１年までは水揚量の増減に応じて総漁獲量

に占める割合も増減したが，１９９１年以降は平均１９．９％

と大船渡とほぼ同じ割合で安定して推移している。大

津では，１９８４～１９８７年には７．７～１３．３％であったが，１９８８

年以降減少し，１９９１年以降平均３．５％で推移している。

年間平均 CPUE

１９８４～２００１年の各県における年間平均 CPUE を漁

獲量とともに Fig. 11に示した。岩手県の年間 CPUE

は，１９８６～１９９０年に著しく増加し，１９８６年の１．９トンか

ら１９９０年の６．３トンに達した。１９９１～１９９５年には４．６～

７．０トンの間を不規則に変動したが，１９９６年以降４．８～

５．９トンとピ－ク時より低い水準に横這いで推移した。

宮城県の抄網船では，１９８７，１９９３，１９９４，２０００，２００１年は

約４トンと高く，１９９０，１９９１，１９９５，１９９７年には約２トン

と低く，１９９６，１９９８，１９９９年には殆どあるいは完全に０

トンであった。宮城県の船曳網船では，１９９２年と２０００

年はそれぞれ７．８トン及び８．３トンと高かったが，１９９６

～１９９９年には低く，特に１９９６年と１９９７年はそれぞれ４．７

トン及び５．１トンと最低水準であった。１９９１～２００１年

における船曳網船の年間平均 CPUE の平均は，６．４ト

ンであったのに対し，抄網船では同期間漁獲のなかっ

た１９９８年と１９９９年を除いて，２．７トンであった。この

結果，船曳網船の漁獲効率は抄網船に比べ２倍以上で

あると推察される。福島県と茨城県とはほぼ同様な年間

平均CPUEの経年変動を示し，１９８７，１９９２～１９９４，２０００，２００１

年は両県とも４トン以上と高かった。一方，１９８８年と

１９９０年は両県とも約２トンと低く，１９９５，１９９７，１９９９年

は１９９５年の福島県以外は両県とも殆ど０トンであっ

た。また，１９９５年の福島県における CPUE は，３．２トン

とそれほど低くはなかったが，全操業日数は８日間と

極めて短期間であり，同年の来遊資源量は少なかった

と考えられる。

岩手県及び宮城県では１９９３年以降，常磐沿岸域（福

島県及び茨城県）では１９９４年以降に漁獲上限枠が設定

されている。Fig. 11には，各県の漁獲量とともに漁

獲上限枠を示しているが，岩手県では１９９３年以降ほぼ

毎年漁獲規制枠一杯の漁獲が行われてきたのに対し，

常磐沿岸域では，漁獲量が漁獲制限枠を下回ることが
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Fig. 12. Relationship between the annual CPUE by dip
net fishing of Miyagi Prefecture and the southern-
most latitude of FOI � and between the CPUE
and the lowest SST along the Sanriku coastal
waters �.

Fig. 13. Relationship between the annual CPUE of Ibaraki
Prefecture and the southernmost latitude of FOI
� and between the CPUE and the lowest SST
along the Joban waters �.

Fig. 14. Fishing period in Sanriku（solid lines）and Joban
（broken lines）waters from １９８４ to ２００１. The
first fishing day is defined as the first day when
the catch was larger than ５ tonnes and the fol-
lowing fishing was conducted within the follow-
ing ３ days. The last fishing is defined as the
last day when the catch was larger than ５ tonnes
and the preceding fishing had been conducted
within the preceding３ days.

多かった。また，１９９４年以降の宮城県では，漁獲上限

枠が船曳網船と抄網船の漁獲量の合計値として設定さ

れ（Table 3），漁獲量の大半は船曳網船によって占

められた。従って，宮城県の抄網船及び常磐沿岸域の

CPUE は，生産調整に大きくは影響されていなかっ

たと推測される。実際，宮城県の抄網船及び常磐沿岸

域における CPUE には顕著な経年変動が現れており，

漁獲規制の下においても，自然環境の変化が CPUE に

大きな影響を与えていたものと考えられる。そこで，

これらの年間平均 CPUE と最南下緯度並びに三陸・

常磐沿岸域の表面水温の年間最低値との関係を調べ

た。１９８４～２００１年の宮城県の抄網船については，最南

下緯度とは相関係数０．５３（P＜０．０５）の有意な負の相

関が得られたが，三陸沿岸域の表面水温の年間最低値

とは相関係数０．４１で５％危険率において有意な相関は

得られなかった（Fig. 12）。また，１９８４～２００１年の茨城
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Fig. 15. Relationship between the first fishing days along
the Joban coastal waters and the southernmost
latitude of FOI � and between the first day and
the lowest SST along the Joban coastal waters
�.

Fig. 16. Relationship between the first fishing day along
the Joban coastal waters and the annual CPUE of
Ibaraki Prefecture.

県については，最南下緯度とは相関係数０．４９（P＜０．０５），

常磐沿岸域の表面水温の年間最低値とは相関係数０．５１

（P＜０．０５）と有意な負の相関が得られた（Fig. 13）。

漁 期

１９８４～２００１年の三陸沿岸域（岩手県と宮城県）と常

磐沿岸域（福島県と茨城県）における漁期の経年変化

を Fig. 14に示す。三陸沿岸域では初漁日は概ね２月

上・中旬の範囲にあった。なお，１９９３年からは操業開

始日が規制されているため（Table 3），これらの年

の初漁日は必ずしも自然的要因によるものではない。

一方，常磐沿岸域では漁期の経年変動が顕著であった。

親潮第一分枝南偏型の１９８４年と１９８６年，及び北偏型で

あったが漁期中の低温傾向が顕著であった１９８５年には

三陸沿岸域と同様２月上・中旬に初漁日があった。高

温傾向もしくは北偏型であった１９９０，１９９５，１９９６年には

５月上旬以降と顕著に遅れる傾向にあった。それ以外

の年は，概ね３月中に初漁日があった。

漁場が殆どあるいは全く形成されなかった１９９７年と

１９９９年を除いた１９８４～２００１年の常磐沿岸域の初漁日と

親潮第一分枝最南下緯度及び表面水温の年間最低値と

の関係を調べた。その結果，親潮第一分枝最南下緯度

との間には，相関係数０．５４（P＜０．０５）の有意な正の

相関関係が得られた（Fig. 15）。一方，表面水温の年

間最低値との間には，相関係数０．６８（P＜０．０１）と最

南下緯度以上に強い相関が得られた。また，１９８４～２００１

年の常磐沿岸域における初漁日と茨城県の年間平均

CPUE との間には，相関係数０．５６（P＜０．０５）の有意

な負の相関が得られた（Fig. 16）。

終漁をもたらす要因は，海域及び年によって様々

で，黒潮系暖水の波及等による漁場の自然要因による

消滅ばかりでない。例えば，１９８４年の全域及び１９８６年

の常磐沿岸域では，単価暴落によるメロ－ドやコウナ

ゴ（イカナゴの稚幼魚）等他魚種漁業への転換によっ

て終漁している。常磐沿岸域においては，その他の年

についても，兼業のシラス（カタクチイワシ），カタ

クチイワシ，メロ－ド，コウナゴ等の漁場形成状況や

単価の動向との兼ね合いが終漁の一因になっていると

考えられる。一方，岩手県では，１９９３年以降ほぼ毎年

漁獲規制枠に達した段階で終漁しているため，当海域

で海況と終漁との関連を見いだすのは難しい。ま

た，１９８５年以降底付群を漁獲対象としている常磐沿岸

域と表中層群を漁獲対象としている三陸沿岸域とでは

単純に終漁時に関わる環境要因を比較することはでき

ない。

主漁期における漁況の推移

１９８４～２００１年における三陸・常磐沿岸域の主要港で

ある岩手県大船渡，宮城県女川及び茨城県大津の漁況

の推移を Fig. 17に示す。

大船渡では１９８４～１９８６年の主漁期における日水揚量

及び CPUE は，それぞれ５０～１００トン及び２～３トン

程度に過ぎなかったが，１９８６年から１９９０年にかけて顕

著に増加し，１９９０年の主漁期にはそれぞれ３００～５００ト

ン及び８～１１トン程度に達し，以降２００１年まで主漁期

の CPUE は６トン以上の高水準を保った。主漁期の

開始は，概ね２月下旬もしくは３月上旬にあった

が，１９９６年は３月下旬と遅れた。

女川では前述のように１９８４～１９９０年は抄網船のみの

漁獲であったのに対し，１９９１年以降は抄網船と船曳網

船の漁獲が混交している。１９９２年以降は，その内訳の

詳細は把握されていないが，船曳網船の漁獲によって

大半が占められていたと推察される（Fig. 12）。１９８４

～１９９０年における抄網船の主漁期の漁況をみると，１９８４

年と１９８７年は日水揚量及び CPUE とも高く，CPUE
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Fig. 17. Daily catch（bars）and CPUE（line）at the three principal ports；Ofunato（Iwate Pref.）, Onagawa（Miyagi
Pref.）and Otsu（Ibraki Pref.）.
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Fig. 17. Continued.
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５トン以上の日が多く，１９８６年と１９８８年は CPUE３～

５トンと中程度であり，一方，１９８５，１９８９，１９９０年は，３トン

未満の CPUE の日が多かった。１９８４～１９９０年の主漁

期は概して３月上旬～４月中・下旬にあったが，１９８９

年には４月上・中旬とその開始時期が遅れた。１９９１年

の抄網船の主漁期は，３月上旬～４月上旬で３トン未

満の CPUE の日が約８０％を占めた（瀧ら，１９９３）。

１９９２年以降主漁期は CPUE７トン以上で推移し，浮

上集群を漁獲対象としている抄網船より表中層群を対

象としている船曳網船の方が漁獲効率の高いことを反

映した。１９９３年以降操業開始日の規制が設けられたた

め，主漁期の開始時期をそれ以前の年と単純に比較す

ることはできないが，１９９６年と１９９７年は，３月中旬の漁

期開始直後には日水揚量及び CPUE とも低水準で推

移し，４月中旬～５月上・中旬に主漁期を迎えており，

明らかに他の年に比べて資源の来遊時期が遅れていた

と判断できる。

大津では，大船渡と女川に比べて漁況の経年変動が

顕著であった。１９８４，１９８６，１９８７，１９８９，２０００年の主漁期

の CPUE は５－６トンと高かったが，１９８８年と１９９０年

は漁期が短期間でかつ漁期中の CPUE も３トン未満

と低く，１９９５，１９９７，１９９９年は水揚げが皆無であった。

一方，主漁期の変動も顕著で，その開始時期は，１９８４

～１９８６年には２月下旬もしくは３月上旬と女川と殆ど

同じであったが，１９８７，１９９１，１９９２，２０００，２００１年は３月

中・下 旬，１９９３年 と１９９４年 は４月 中・下 旬，１９８８～

１９９０，１９９６年は５月以降であった。なお，大津におけ

る CPUE の最高水準は，約７トンと大船渡及び女川

の約９トンに比較して低いが，これは三陸沿岸域にお

ける漁船の大きさが１０～２０トン（抄網船は１０トン前後）

であるのに対し，常磐沿岸域では５トン程度と，漁獲

物積載能力に差があること及び１９８９年以降，１日１隻

当たりの漁獲量制限（６トン以下）が行われたことに

起因すると考えられる。

１９９２～２００１年における県別旬水揚量並びに旬別

CPUE の推移（Fig. 18）をみると，岩手県では，主

漁期は概ね３月上旬～４月中旬にあったが，１９９６年は

３月下旬～４月下旬と遅れた。宮城県の抄網船で

は，１９９２，１９９３，２０００年は２月下旬もしくは３月上旬に

漁が始まったが，１９９５～１９９７年は旬水揚量及び CPUE

ともきわめて低水準に推移し，漁の開始は３月下旬以

降に遅れた。宮城県の船曳網船では概して３月中旬～

４月中旬に主漁期があったが，１９９６年と１９９７年は，３月

中・下旬までの旬水揚量及び CPUE が低く，４月中旬

～５月中旬に主漁期があった。一方，１９９９年は３月中・

下旬が主漁期で，４月以降旬水揚量及び CPUE とも低

下した。福島県と茨城県の漁況経過の経年的特徴はよ

く似ており，１９９２，１９９３，１９９８，２０００，２００１年は主漁期が

３月下旬～５月中旬にあったが，１９９６年は漁期が５～

６月と遅れた。また，１９９５，１９９７，１９９９年は，両県とも

殆どもしくは全く水揚げがなかった。以上のように

１９９２～２００１年における岩手県，宮城県及び常磐沿岸域

の漁況の推移は，各々の主要港と同様な傾向を示した。

考 察

漁業の変遷

ツノナシオキアミ漁業の歴史は，大きく４期に分け

ることができる。

第１期は，漁業が始まった１９４０年代中盤から１９６０年

代後半までの創成期である。この時期は，漁場は宮城

県牡鹿半島周辺に限られ，地元を中心とした食用や餌

料としての需要を賄うための零細漁業の一つに過ぎな

かった。

第２期は，１９６０年代後半から１９８７年頃までの発展期

である。この時期は，養殖漁業の振興や遊魚の普及に

よって需要が拡大し，漁獲物鮮度保持方法の改善や漁

労技術の発達とともに宮城県と茨城県を中心として漁

獲努力量が増大した結果，総漁獲量が飛躍的に伸びた

時期に相当する。また，この時期は，親潮第一分枝が

南進傾向を示し，南北に広く好漁場が形成された年が

多く，このことが当時期の漁獲量増大に拍車をかけた。

第３期は，１９８８年頃から１９９２年頃までの主漁場移動

期である。この時期には岩手県における船曳網漁法の

定着や魚群探知機導入による漁獲効率の向上と漁獲努

力量の増大及び宮城県における船曳網漁法の導入があ

り，三陸沿岸域における漁獲能力の水準が飛躍的に伸

びた。一方，常磐沿岸域では，親潮第一分枝が第２期

に比べて北偏傾向であったため，南部を中心に漁獲量

が減少し，漁獲努力水準が低下した。その結果，三陸

沿岸域が当漁業の中心となり，単価の相場形成もほぼ

完全に岩手・宮城両県での需要と水揚げで決定される

ようになった。

また，同時期は，仙台湾に面する石巻と渡波の宮城

県内における水揚港としての地位が低下した時期でも

ある。この原因の一つとして，親潮第一分枝の北偏傾

向に伴ってツノナシオキアミの主生息域と考えられる

親潮系冷水が仙台湾にまで流入する機会が減少し，仙

台湾に好漁場が形成されにくくなったことが考えられ

る。実際，石巻では１９８９年以降，親潮第一分枝南偏型

の年もしくは三陸沿岸域の表面水温が低温傾向の年に

漁獲量及び宮城県における漁獲割合が高くなり，北偏

型の年にそれらが低くなる傾向を示している。

第４期は，１９９３年頃から現在に至る生産調整期であ

る。この時期には，常磐沿岸域では第３期に引き続き，

ツノナシオキアミの漁況が低水準に推移するなかで，
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Fig. 1８. Variations of the ten days catch（bars）and CPUE（line）in each prefecture.

海況変動に応じた漁業経営戦略が発展し，一方，第３

期にツノナシオキアミ漁業の中心となった三陸沿岸域

では，需給バランスの見通しが明らかになるなかで，

生産調整が効率的に図られた。

常磐沿岸域では，２－３月からのメロ－ド及びコウ

ナゴ漁場の形成に引き続き，５－６月からシラス及び

カタクチイワシの漁場が形成される。そのため，ツノ

ナシオキアミの漁況が低調な場合には，比較的容易に

これらの漁業に切り替えることができる。特にシラス

やカタクチイワシ漁業はツノナシオキアミと対照的に

黒潮系暖水波及に伴って漁場が形成されるため（海老

沢，１９９６），親潮系冷水の南下が弱くツノナシオキアミ

の好漁場が形成されない時には，ツノナシオキアミ漁

業に比べて単価が高く，船上労力が少なくて済むシラ

ス漁業等が優先的に行われている。このような経営戦

略に加え，第３期において漁獲努力水準が低下したこ

ともあって，暖水波及が特に顕著であった１９９５，１９９７，１９９９

年には当海域においてはツノナシオキアミの操業は全

く行われなかった。

一方，岩手県ではイカ釣りやカジキ突棒漁を兼業と

しているが，ツノナシオキアミ漁場が形成される２～

４月にはこれらの漁業はなく，この間はツノナシオキ

アミの操業に専念するためツノナシオキアミ漁業への

依存度が高い。また，宮城県の船曳網船の約半分はコ

ウナゴを対象とした火光利用敷網漁業の許可も得てい

るが，通常ツノナシオキアミ漁業が終漁してからコウ

ナゴの操業を始めており，岩手県同様ツノナシオキア

ミの漁場形成時期には概してこれを主対象とした操業

に専念している。このように，岩手県並びに宮城県は，

ツノナシオキアミ漁業の主導権を握るなか，需給動向

に応じて毎年の漁獲上限枠を両県合わせて約６万トン

に設定するとともに，１日１隻当たり漁獲量や漁期等

を制限することにより平均単価の維持を図り，４０円以

上の水準を保ってきた。
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しかし，２０００年には，養殖漁業者の需要減に伴い在

庫が大量に発生し（湊，私信），翌２００１年には，総量

規制枠を前年より１万７千トン落としたにも関わら

ず，単価は，２９円と大幅に落ち込んだ。養殖漁業の衰

退に伴って，これまで以上に需要は減少しつつあり，

今後，再度需給バランスを下方に修正する必要が生じ

ている。

各海域における来遊状況と海況との関係

前述の通り，ツノナシオキアミ漁業では様々な仕方

で生産調整が行われており，漁業デ－タから資源の動

向を推測する際には注意を要する。以下では，各海域

における漁業の実態をふまえ，資源の来遊状況と海況

との関係を検討する。

岩手県における漁獲量（Fig. 6）及びCPUE（Fig. 11）

は，１９８７年頃から急激に増加した。しかし，１９８０年代後

半は，漁獲努力量の増加とともに抄網船から船曳網船

への転換並びに魚群探知機の普及が積極的に進められ

（湊，私信），漁獲効率も同時に向上した時期でもあり，

当時の漁獲量と CPUE の急増が来遊資源量の増加と

関係しているかどうか判断することはできない。ま

た，１９９６年以降，年間平均 CPUE がピ－クの１９９０～

１９９５年より低い水準で推移したが，これは１９９６年に宮

古，１９９７年に釜石の水揚船が増加した結果，県内全体

の水揚隻数が増えたため，価格維持を目的に１日１隻

当たり漁獲量をそれまでの年より低く抑えたことによ

ると考えられる。このように，岩手県では，来遊資源

量の経年的動向を CPUE から推測することは難しい。

しかし，宮城県以南において海況変動の影響が原因と

考えられる CPUE の低下や主漁期の遅れが顕著に現

れた年でも，岩手県では，１９９６年に主漁期の開始が遅

れたこと以外，海況変動によるとみられる CPUE の

低下等はなく，岩手県沿岸域における資源の来遊状況

は，南の３県に比べて海況変動に左右されにくく，比

較的安定していると考えられる。なお，１９９６年に主漁

期の開始が遅れた原因は，同年の親潮第一分枝の北偏

に伴って来遊時期が遅れたことであると推察される。

１９８４年以降における宮城県抄網船の年間平均

CPUE は，親潮第一分枝最南下緯度との間に有意な

負の相関があった（Fig. 12）。一方，１９７１年以降の漁

獲量は，親潮第一分枝が南偏傾向の年に伸びるとは限

らず，逆に１９７７年や１９８１年のように漁獲量が落ち込む

場合がみられた（Fig. 7）。小達（１９８４）は，この両

年の現象について，両年とも常磐沿岸域では漁獲量が

飛躍的に伸びていたことから，親潮第一分枝の強勢な

南下に伴ってオキアミ群が常磐沿岸域に偏在したため

に三陸沿岸域では殆ど漁獲されなかったと推察してい

る。しかし，異常冷水年（奥田，１９８６）である親潮第

一分枝が最も南下した１９８４年には，常磐沿岸域及び宮

城県抄網船双方で，年間平均 CPUE と漁獲量の顕著

な伸びを示しており，親潮の著しい南下に伴ってオキ

アミ群が常磐沿岸域に偏在するとは必ずしも結論でき

ないことを示唆している。この点については今後も引

き続き検討していく必要がある。

なお，漁場形成の条件は，資源が沿岸に来遊するだ

けではなく，漁獲対象となるレベルまで集群すること

が必要である。特に抄網漁法では表層浮上群のみを漁

獲対象としているため，オキアミ群が来遊しても，表

層に浮上して集群しなければ漁獲できず，漁場形成は，

親潮第一分枝の南下に加えてその他の様々な要因にも

支配されている。浮上集群する条件として，水温の鉛

直混合（Komaki,１９６７；寺崎，１９８１），風による沿岸

湧昇流の発生（寺崎，１９８１），生息に不適と考えられ

る５�以下の冷水の下層への差込（児玉，和泉，１９９４）
等物理的要因や生殖行動（Komaki, １９６７；遠藤，１９８１），

イカナゴやタラ類等捕食者による下方からの追い上げ

（児玉，和泉，１９９４）等生物学的要因が指摘されており，

漁場形成条件は複雑である。そのため，抄網船におけ

る CPUE の変動要因を把握するためには，これらの

浮上集群に関わる生物・物理的環境条件も検証する必

要がある。

宮城県の船曳網船は，１９９１年から生産調整が図ら

れ，１９９３年から総量規制による上限枠が設定されたた

め，その CPUE から宮城県沿岸域の来遊資源動向を

判断することは難しい。しかし，１９９６～１９９９年に宮城

県全体及び女川において年間平均 CPUE の顕著な低

下がみられている。この期間の１日１隻当たりの漁獲

制限が前後の年に比べて特に強化されたという事実は

なく，自然的要因による主漁期開始の遅れ（１９９６年と

１９９７年）や主漁期の早期終了（１９９９年）によって漁期

中の平均的な CPUE の低下がもたらされたと考えら

れる。また，この間は，１９９８年を除いて親潮第一分枝

が北偏傾向の年に相当しており，このことが来遊時期

の遅れや資源の早期逸散と関係していた可能性が示唆

される。

常磐沿岸域については，漁獲量が飛躍的に伸びた年

は，概して親潮第一分枝が南偏傾向であり，漁獲量と

表面水温の年間最低値とは逆相関を示した（Fig. 8）。

また，親潮第一分枝最南下緯度並びに常磐沿岸域にお

ける表面水温の年間最低値と年間平均 CPUE との間

にも有意な負の相関が得られた（Fig. 13）。さらに，

最南限緯度並びに常磐沿岸域における表面水温の年間

最低値と常磐沿岸域における初漁日との間に有意な正

の相関があり（Fig. 15），初漁日と年間平均 CPUE

との間には有意な負の相関があった（Fig. 16）。この

ように，常磐沿岸域では来遊資源量及び来遊時期が親
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潮第一分枝の南下もしくは表面水温の年間最低値に示

される親潮系冷水の波及度合いによって大きく左右さ

れることが明らかになった。常磐沿岸域では，１９８０年

代中頃以降，下層の冷水に生息する底付群を積極的に

漁獲対象としてきたが，今回の結果は，底付群を対象

とする漁場についても親潮系冷水の波及による来遊が

漁場形成の最も重要な条件であることを示した石川

（１９９０）の指摘を支持している。

以上のことから，岩手県沿岸域における資源の来遊

状況は，海況変動に左右されにくく，比較的安定して

いるのに対し，常磐沿岸域では親潮系冷水の波及動向

に大きく左右されると考えられる。また，岩手県沿岸

域と常磐沿岸域の間に位置する宮城県沿岸域では，親

潮系冷水の波及が弱い年において来遊時期の遅れや来

遊資源量の減少が顕著になると考えられる。
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